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研究成果の概要：人的資本が蓄積されて経済が成長していくメカニズムを持つ 3期間世代重複

型内生的成長モデルを提示し、賦課方式の公的年金制度の導入が、社会保険料の課し方いかん

によって、経済成長に対して中立であったり、促進的であったり、阻害的であったりすること

を示し、ディスカッションペーパーにまとめた。それから得られる政策的示唆は以下のように

なろう。社会保険料を含め、政府が課税を行う際には、賃金を得ており課税対象となる経済主

体が、労働時間外や労働期間外に経済成長を促進する経済活動に従事しているかどうか、それ

が時間消費的なものであるかどうかに十分な注意を払わなければならない、というものである。

また、公的年金制度の規模が同じでも、その負担世代の負担比率が異なれば、経済成長率も異

なる可能性があり、政府の規模（国民負担率）と経済成長率との間のマクロ経済的関係につい

ても、新たな視点を提供しているかもしれない。
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１．研究開始当初の背景
少子高齢化は人口構成を変化させること
であり、そのことから、年金制度や需要面（高
齢者層向けビジネスなど）を通じた少子高齢
化の影響が議論されることが多いが、少子高
齢化の影響は、長期的観点から分析すべきで
あり、長期にわたって維持していかなくては

ならない制度の改革を考える上でも、経済活
動の潜在能力を規定する供給面に対する影
響をより詳しく考察すべきであると考えた。
この観点からは、労働人口の規模と生産力と
の関連が考察されることが多いが、これは少
子高齢化を生産要素投入量の減少として捉
えているに過ぎず、その観点から移民政策な
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どが論じられることもある。労働投入量それ
自身も経済成長の重要な源泉ではあるが、よ
り長期的な観点からは、技術進歩や人的資本
の蓄積などに対して、少子高齢化がどのよう
な影響をもたらすのかを明らかにすべきだ
と考えた。

２．研究の目的
少子高齢化の問題を、企業の内と外におけ
る労働市場の少子高齢化問題として捉え、長
期的な経済成長との関連に研究の焦点をあ
てる。理論的には、少子高齢化あるいは就業
人口の高齢化と技術進歩および人的資本の
蓄積との相互依存関係を説明する理論モデ
ルを構築することが目的となる。また、経済
理論や実証分析にはなじまないが、政策評価
を行う際に重要であると思われる関連分野
の成果も含め、構築した理論モデルをベース
にした政策シミュレーションを行い、新たな
政策視座を得ること。

３．研究の方法
人口構成に関する構造変化とそれが企業
や家計の意思決定に及ぼす影響を分析する
為に、世代重複型の内省的経済成長モデルを
構築した。そのモデルを用いて、少子化がど
のような経路をつうじて経済成長に影響を
もたらすのかを分析した。研究期間内におい
て結果的には、理論モデルを出来る限り見通
しのきく構造とする事で、数値シミュレーシ
ョン避けたが、少子化の影響をきちんと理解
する事が出来た後は、複雑な構造のモデルを
数値解析する事も興味深いと考えている。

４．研究成果
人的資本が蓄積されて経済が成長してい
くメカニズムを持つ３期間世代重複型内生
的成長モデルを提示し、賦課方式の公的年金
制度の導入が、社会保険料の課し方いかんに
よって、経済成長に対して中立であったり、
促進的であったり、阻害的であったりするこ
とを示し、研究の方向性を示す論文として、
研究期間初年度に、２本のディスカッション
ペーパーに少子高齢化を長期的な側面から
考えるモデルを展開した。その後、それらの
モデルの拡張を試みたが、論文で公表できる
きれいな結果は得られていないが、本研究に
よって得られた政策的示唆は以下のように
なろう。社会保険料を含め、政府が課税を行
う際には、賃金を得ており課税対象となる経
済主体が、労働時間外や労働期間外に経済成
長を促進する経済活動に従事しているかど
うか、それが時間消費的なものであるかどう
かに十分な注意を払わなければならない、と
いうものである。また、研究の主目的とは異
なるが副産物として、公的年金制度の規模が

同じでも、その負担世代の負担比率が異なれ
ば、経済成長率も異なる可能性があり、政府
の規模（国民負担率）と経済成長率との間の
マクロ経済的関係についても、新たな視点を
提供出来た。今後の重要な研究課題を発見で
きたのも成果の一つである。
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